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SECカーボン株式会社との資本業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、SECカーボン株式会社（以下、「SEC」といいます）との

間で資本業務提携を行うことを決議し、本日付で SEC との間で資本業務提携契約を締結いたしま

したので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

 

１．資本業務提携の目的と理由 

当社および SEC（以下、「両社」といいます）が製造販売を行っている丸形人造黒鉛電極（以

下、「黒鉛電極」といいます）は、鉄スクラップを融解し製鋼する電気製鋼炉の電極として用いら

れています。 

黒鉛電極の品質の改善を目的とし、両社の技術やノウハウを相互に供与することで、市場で

の競争力の強化およびお客様の満足度の向上を目指します。 

また、カーボンニュートラルの実現に向け、製造設備から排出される二酸化炭素の固定化技

術やエネルギー削減のための技術開発を協力し進めてまいります。 

更に、BCP（事業継続計画）の一環として、自然災害や感染症などの危機により、両社のいず

れかが黒鉛電極の製造が困難な事態に陥った場合、相手先に黒鉛電極を供給し事業継続の

支援を致します。 

両社の強固な提携関係を構築し、上記の業務提携を円滑に推進するため、両社が相互に株

式の保有を行なうことと致します。 

 

 

２．資本業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

両社の間で締結した業務提携の内容は以下のとおりであり、詳細は今後決定してまいります。 

①黒鉛電極の製造に係わる製造技術の相互提供 

②カーボンニュートラルに向けた環境対策技術の共同開発 

③危機発生時における黒鉛電極事業継続のための相互支援 

 

（2）資本提携の内容 

① 当社は、SECの普通株式 162,600株（自己株式を除く発行株式総数に対する割合

4.00％）を市場買付により取得する予定です。 

② SECは、当社の普通株式 444,200株（自己株式を除く発行株式総数に対する割合

4.00％）を市場買付により取得する予定です。 

③ 株式の取得時期については、両社の間で特段の定めはありませんが、株価に大きな影

響を及ぼさない範囲内での継続的な取得を予定しております。 

  



３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 SECカーボン株式会社 

（２） 所 在 地 兵庫県尼崎市潮江１－２－６ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長  中島 耕 

（４） 事 業 内 容 炭素製品の製造及び販売 

（５） 資 本 金 59億 130万円 

（６） 設 立 年 月 日 1934年 10月 23日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

大谷製鉄株式会社 19.58% 

三菱商事株式会社 9.65% 

住友商事株式会社 4.95% 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

 連 結 純 資 産 50,185百万円 53,476百万円 56,063百万円 

 連 結 総 資 産 59,763百万円 58,722百万円 62,608百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 12,342.04円 13,152.08円 13,788.70円 

 連 結 売 上 高 35,136百万円 21,299百万円 22,919百万円 

 連 結 営 業 利 益 13,823百万円 3,081百万円 3,222百万円 

 連 結 経 常 利 益 13,996百万円 3,493百万円 3,779百万円 

 
親会社株主 に 帰属す る 

当 期 純 利 益 
9,635百万円 2,496百万円 3,039百万円 

 １株当たり連結当期純利益 2,370.04円 614.01円 747.68円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 300円 200円 200円 

 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年 10月 7日 

（２） 契 約 締 結 日 2022年 10月 7日 

 

 

５．今後の見通し 

本提携が、当社業績に与える見通しにつきましては、現段階では軽微であると考えておりま

す。今後、適時開示が必要になった場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 

 


